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注１：
90分類のうち､「31石油製品」､「51電子・通信機器」､
「67保険」､「81広告・調査・情報ｻｰﾋﾞｽ」､「84その他
の対事業所ｻｰﾋﾞｽ」については平成12年1-3月期から､
「54自動車」については平成16年1-3月期から､90品目
分類より細かい商品分類で推計を行っている。

注２：
建設業については、建設資材投入額（Ｎ=１～９０）の
合計額に付加価値額を加えたものを補助系列として直
近年コモ値から延長推計する。

四半期ＧＤＰ＝（ＢからＩの合計）－Ａ

参考１　供給側推計の概念図　（平成18年7月作成）
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分類名 家計消費 総固定資本形成
1 米　麦 0.0000 0.0000
2 その他の耕種農業 0.5311 0.0055
3 畜　産 0.0881 0.0407
4 農業サービス 0.1461 0.0000
5 林　業 0.2471 0.0000
6 漁　業 0.2342 0.0000
7 金属鉱物 0.0000 0.0000
8 非金属鉱物 0.0000 -0.0024
9 石炭・亜炭 0.0005 0.0000
10 原油・天然ガス 0.0000 0.0000
11 と畜・畜産食料品 0.5882 0.0000
12 水産食料品 0.7410 0.0000
13 精穀・精粉 0.5786 0.0000
14 農産食料品 0.8479 0.0000
15 その他の食料品 0.6265 0.0000
16 飲　料 0.7219 0.0000
17 飼料・有機質肥料 0.2524 0.0000
18 たばこ 0.9505 0.0000
19 紡　績 0.0268 0.0000
20 織物・その他の繊維製品 0.0983 0.0799
21 衣服・身廻品 0.7867 0.0179
22 製材・木製品 0.0211 0.0035
23 家具・装備品 0.1334 0.2062
24 パルプ・紙 0.0270 0.0000
25 紙加工品 0.1086 0.0000
26 出版・印刷 0.2177 0.0000
27 基礎化学製品 0.0032 0.0000
28 化学繊維 0.0000 0.0000
29 医薬品 0.1165 0.0000
30 化学最終製品 0.4270 0.0000
31 石油製品　　　　　　　　　　　　　　　　　 （注1） (0.3381) (0.0000)
32 石炭製品 0.0007 0.0000
33 プラスチック製品 0.0667 0.0000
34 ゴム製品 0.1675 0.0000
35 なめし革・毛皮・同製品 0.8101 0.0000
36 ガラス・ガラス製品 0.0352 0.0000
37 セメント・セメント製品 0.0007 0.0000
38 陶磁器 0.1488 0.0000
39 その他の窯業・土石製品 0.0896 0.0000
40 銑鉄・粗鋼 -0.0017 -0.0091
41 鉄鋼製品 0.0000 0.0000
42 非鉄金属精錬・精製 0.0444 -0.0226
43 非鉄金属加工製品 0.0032 0.0646
44 建設・建築用金属製品 0.0105 0.0045
45 その他の金属製品 0.0601 0.0401
46 一般産業機械 0.0026 0.5863
47 特殊産業機械 0.0052 0.7400
48 その他の一般機械機器 0.0005 0.5002
49 事務用・サ－ビス用機器 0.0126 0.6907
50 民生用電気機械 0.7919 0.0787
51 電子・通信機器     　　　　　　　　　　　  (注1) (0.0801) (0.3016)

01 パーソナルコンピュータ 0.4824 0.4515
52 重電機器 0.0000 0.6727
53 その他の電気機器 0.1276 0.0521
54 自動車　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  (注1) (0.2401) (0.2029)
55 船舶・同修理 0.0235 0.1871
56 その他の輸送機械・同修理 0.0409 0.3647
57 精密機械 0.2308 0.4832
58 その他の製造工業製品 0.3494 0.1775

 参考２  需要項目配分比率 （90品目分類・平成16年確報）　　（平成18年7月作成）

90分類
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分類名 家計消費 総固定資本形成
59 建　設 0.0000 0.8877
60 電　力 　　　　　　　　　　　－（注2） 0.0000
61 ガス・熱供給 0.4534 0.0000
62 水　道 　　　　　　　　　　　－（注2） 0.0000
63 廃棄物処理 0.1200 0.0000
64 卸　売 0.0507 0.0000
65 小　売 0.6190 0.3810
66 金　融 0.0478 0.0000
67 保　険　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注1) (0.8134) (0.0000)
68 不動産仲介及び賃貸 0.0610 0.0000
69 住宅賃貸料 　　　　　　　　　　　－（注2） 0.0000
70 鉄道輸送 0.6267 0.0000
71 道路輸送 0.6187 0.0000
72 水　運 0.0549 0.0000
73 航空輸送 0.5855 0.0000
74 その他の運輸 0.2988 0.0000
75 電信・電話 0.5291 0.0000
76 郵　便 0.1630 0.0000
77 教　育 0.6160 0.0000
78 研　究 0.0000 0.0000
79 医療・保健 　　　　　　　　　　　－（注2） 0.0000
80 その他の公共サービス 0.0000 0.0000
81 広告・調査・情報サービス　　　　　　　　(注1) (0.0547) (0.2866)
82 物品賃貸サービス 0.1387 0.0000
83 自動車・機械修理 0.2128 0.0000
84 その他の対事業所サービス　　　　　 　(注1) (0.0187) (0.0899)
85 放　送 0.2670 0.0000
86 娯楽サービス 0.7431 0.0000
87 飲食店 0.6427 0.0000
88 旅館・その他の宿泊所 0.6620 0.0000
89 その他の対個人サービス 0.8708 0.0000
90 分類不明 0.0000 0.0000

（注1） 石油製品、電子・通信機器、保険、広告・調査・情報サービス、その他の対事業所サービスについては平成12年から、自動車につい

ては平成16年から、90品目分類より細かい商品分類で推計を行っているが、( )内の数値は90品目分類で算出した値である。

（注2） 電力、水道、住宅賃貸料、医療･保健は、共通推計項目として需要側で推計している。

90分類
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参考３ ウェイトｋの値（平成 14 年８月作成） 

 

 

 

 国内家計最終消費支出 ｋ＝0.5271 

 

 

 民間企業設備投資   ｋ＝0.5801 

 

 

 総固定資本形成    ｋa＝0.5801  ｋｂ＝1.000 

   （参考 6  1. (2) の表記による） 
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参考４ 民間在庫品増加の推計に使用する回帰式（平成 18 年 1 月作成） 

 
 
 
(1)仕掛品在庫純増額 
 
 定数項 増減率（資本金

10 億円以上）
季節ダミー

１ 
季節ダミー

２ 
季節ダミー 

３ 
消費税ダミー

(0,1) 

係 数 -1.88  0.80 2.41 2.12 3.05 1.01 
ｔ 値 -2.00 14.38 1.55 2.58 2.13 1.08 

   修正済みＲ2：0.992 

  （消費税ダミーについては、平成９年第１四半期が 0、第２四半期が 1としている。） 

 
 
(2)流通在庫純増額 

＜卸売業＞ 
 定数項 増減率 

（商品手持額）
季節ダミー

１ 
季節ダミー

２ 
季節ダミー 消費税ダミー   

３    （0、1） 

係 数 -1.64 0.16 3.02 1.22 2.40        0.71 
ｔ 値 -3.54 2.59 4.72 1.70 3.73        0.46 

   修正済みＲ2：0.420 

 
＜小売業＞ 
 定数項 増減率 

（商品手持額）
季節ダミー

１ 
季節ダミー

２ 
季節ダミー 

３ 
消費税ダミー

(0,1) 

係 数 -5.81 0.04 7.27 4.02 12.36 1.82 
ｔ 値 -4.62 0.47 4.69 3.76  4.91 1.52 

   修正済みＲ2：0.956 

 
 
(3)原材料在庫純増額 

 定数項 増減率（資本金
10 億円以上）

季節ダミー

１ 
季節ダミー

２ 
季節ダミー 

３ 

係 数 -0.35 0.67 0.04 -0.49 1.12 
ｔ 値 -1.04 9.49 0.08 -1.04 2.28 

   修正済みＲ2：0.827 
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参考5   季節調整用ARIMAモデル設定一覧

１．GDP需要項目（1994年1-3月期～直近期）

     以下の季節調整モデルは四半期別ＧＤＰの正式系列（1994年1-3月期～直近期）に適用しているものである。（2005年12月公表）

（１）表章項目等

系列 ARIMAモデル
閏年調整
(lpyear)

異常値・レベルシフト

（上段：名目、下段：実質） 種類，期 設定理由

国内家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）
( 0 1 2 )( 2 1 0 )
( 2 1 2 )( 0 1 1 )

× VAT97（注）
平成9年4月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要期（1-3月期）、及び
その反動期（4-6月期）。その際、駆け込み需要と反動期は定量的にちょう
ど逆に効くように設定。

国内家計最終消費支出（持ち家の帰属家賃分）
( 2 1 0 )( 0 1 1 )
( 1 1 0 )( 0 1 1 )

× （なし）

AO2001.4
米国同時多発テロ事件（9.11）の影響で、平成13年10-12月期に出国日本
人数が減少したため、加法型異常値を設定。

AO2003.2
イラク戦争の影響で、平成15年4-6月期に出国日本人数が減少したた
め、加法型異常値を設定。

AO2003.2
イラク戦争の影響で、平成15年4-6月期に訪日外客数が減少したため、
加法型異常値を設定。

LS2003.1
平成15年1-3月期より「国際収支統計」における旅行収支の計上方法が
変更されたため、レベルシフト調整変数を設定。

LS1997.3 医療制度変更（平成9年9月）に伴い、レベルシフト調整変数を設定。

LS2000.2
平成12年度から公的介護保険制度が導入されたことに伴い、12年4-6月
期以降、介護保険給付が計上されていることから、12年4-6月期以降につ
いて、レベルシフト調整変数を設定。

LS2002.4 医療制度変更（平成14年10月）に伴い、レベルシフト調整変数を設定。

政府集合消費支出
( 0 1 1 )( 1 1 1 )
( 1 1 0 )( 0 1 1 )

× （なし）

民間住宅
( 0 1 1 )( 0 1 1 )
( 0 1 1 )( 0 1 1 )

× （なし）

民間企業設備
( 1 1 0 )( 2 1 0 )
( 1 1 0 )( 2 1 0 )

× （なし）

公的住宅
( 0 1 1 )( 1 1 0 )
( 0 1 1 )( 1 1 0 )

× （なし）

公的企業設備
( 0 1 1 )( 0 1 2 )
( 0 1 1 )( 0 1 2 )

× （なし）

一般政府総固定資本形成
( 0 1 0 )( 2 1 0 )
( 0 1 0 )( 2 1 0 )

× （なし）

民間製品在庫品増加
( 1 1 0 )( 2 1 0 )
( 1 1 0 )( 2 1 0 )

× VAT97（注）
平成9年4月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要期（1-3月期；在庫
減要因）、及びその反動期（4-6月期；在庫増要因）。その際、駆け込み需
要と反動期は定量的にちょうど逆に効くように設定。

民間仕掛品在庫品増加
( 2 1 1 )( 0 1 2 )
( 2 1 1 )( 0 1 2 )

× （なし）

民間流通在庫品増加
( 0 1 0 )( 0 1 1 )
( 0 1 0 )( 0 1 1 )

× （なし）

民間原材料在庫品増加
( 1 1 0 )( 0 1 1 )
( 1 1 0 )( 0 1 1 )

× （なし）

公的企業在庫品増加
( 0 1 1 )( 0 1 0 )
( 0 1 1 )( 0 1 0 )

× （なし）

一般政府在庫品増加
( 0 1 2 )( 0 1 0 )
( 0 1 2 )( 0 1 0 )

× （なし）

財貨・サービスの輸出（除く非居住者家計の国内での直接購入）
( 0 1 0 )( 0 1 1 )
( 1 1 0 )( 0 1 1 )

× （なし）

財貨・サービスの輸入（除く居住者家計の海外での直接購入）
( 1 1 0 )( 0 1 1 )
( 0 1 2 )( 0 1 1 )

× （なし）

海外からの所得の受取
( 0 1 0 )( 0 1 1 )
( 0 1 0 )( 0 1 1 )

× LS1996.1

当該項目の推計の基礎統計である「国際収支統計」において、平成7年以
前については、本来なら本項目から控除されるべきである「金融派生商
品」分が把握できないため、平成7年と8年の間で段差が生じている。よっ
て、これを処理するため、当該変数を設定。

海外に対する所得の支払
( 1 1 1 )( 0 1 1 )
( 1 1 1 )( 0 1 1 )

× LS1996.1 同上

（注）1. VAT97は当方で定義した変数であり、1997.1＝1、1997.2＝－1、他の期は0と設定。

　    2. 在庫系列については加法型、在庫以外の系列については乗法型で季節調整を行う。

      3. 国内家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃、名目及び実質）、居住者家計の海外での直接購入（実質）、民間仕掛品在庫品増加（実質）については、

         安定的なモデルを得るべく、ARIMAモデル選定に用いるデータ期間を2004年10-12月期までとしたが、それ以外については、2003年10-12月期までのデータで推定。

         なお、民間仕掛品在庫品増加については、系列の動きが安定するよう名目系列のARIMAモデルは実質系列と同じものを選択した。

      4. 民間企業設備及び一般政府総固定資本形成については、2004年1-3月期の政府による民間部門からの大規模な資産購入を取り除いて季節調整を行っている。

居住者家計の海外での直接購入 ×
( 0 1 0 )( 0 1 1 )
( 0 1 0 )( 0 1 1 )

( 1 1 2 )( 0 1 1 )
( 1 1 2 )( 0 1 1 )

×

×

非居住者家計の国内での直接購入

政府個別消費支出

( 2 1 2 )( 0 1 1 )
( 2 1 2 )( 0 1 1 )



（２）推計過程上、X-12-ARIMAによる季節調整が必要な系列

系列 ARIMAモデル
閏年調整
(lpyear)

異常値・レベルシフト

種類，期 設定理由

民間設備投資（供給側推計値） ( 0 1 2 )( 2 1 2 ) × （なし）

民間設備投資（需要側推計値） ( 1 1 0 )( 2 1 0 ) × （なし）

（注）ARIMAモデル推定期間は1994年1-3月期-2003年10-12月期。

２．名目雇用者報酬系列（1980年1-3月期～直近期）

     以下の季節調整モデルは四半期別ＧＤＰの正式系列（1980年1-3月期～直近期）に適用しているものである。（2005年12月公表）

系列 ARIMAモデル
閏年調整
(lpyear)

異常値・レベルシフト

種類，期 設定理由

賃金・俸給 ( 2 1 2 )( 0 1 0 ) × （なし）

雇主の現実社会負担 ( 1 1 0 )( 0 1 0 ) × （なし）

雇主の帰属社会負担 ( 1 1 1 )( 1 1 0 ) × （なし）

（注）ARIMAモデル推定期間は1980年1-3月期～2003年10-12月期（ただし、雇主の現実社会負担については最近の制度変更等を踏まえ安定的なモデルを得るべく、

　　　2004年10-12月期までのデータで推定を行った）。後戻り予測はなし。

３．GDP需要項目（1980年1-3月期～1993年10-12月期）

     以下の季節調整モデルは四半期別ＧＤＰの正式系列（1980年1-3月期～1993年10-12月期）に適用しているものである。（2003年12月公表）

系列 ARIMAモデル
閏年調整
(lpyear)

異常値・レベルシフト

（いずれも名目、実質共通） 種類，期 設定理由

国内家計最終消費支出（除く帰属家賃） ( 2 1 2 )( 0 1 1 ) ○ VAT89
平成元年4月の消費税導入に伴う駆け込み需要期（1-3月期）、及びその
反動期（4-6月期）。その際、駆け込み需要と反動期は定量的にちょうど逆
に効くように設定。

国内家計最終消費支出（帰属家賃分） ( 0 1 0 )( 0 1 1 ) × （なし）

居住者家計の海外での直接購入 ( 0 1 0 )( 0 1 1 ) × （なし）

非居住者家計の国内での直接購入 ( 0 1 1 )( 1 1 1 ) × （なし）

政府個別消費支出 ( 0 1 1 )( 2 1 1 ) × LS1984.4
被用者本人の定率（1割）自己負担の導入など医療制度改正（昭和59年
10月）に伴う給付費の減少分の調整。

政府集合消費支出 ( 0 1 1 )( 2 1 2 ) ×
AO1986.2
AO1986.4
AO1991.1

当該項目の変動要因である金貨の大量発行に対応した異常値を設定。

民間住宅 ( 0 1 1 )( 1 1 2 ) × （なし）

民間企業設備 ( 2 1 2 )( 1 1 2 ) × （なし）

公的住宅 ( 2 1 0 )( 1 1 0 ) × （なし）

公的企業設備 ( 0 1 0 )( 2 1 2 ) ×
LS1985.2
LS1987.2

昭和60年4-6月期の日本電信電話株式会社および日本たばこ産業株式
会社への民営化、昭和62年4-6月期の東日本旅客鉄道株式会社等への
民営化に伴う公的企業から民間企業への格付け変更に伴う設備投資減
少分の調整。

一般政府総固定資本形成 ( 0 1 0 )( 0 1 0 ) × （なし）

民間企業在庫品増加 ( 0 1 1 )( 0 1 1 ) × （なし）

公的企業在庫品増加 ( 1 1 1 )( 0 1 1 ) × （なし）

一般政府在庫品増加 ( 0 1 1 )( 2 1 0 ) × （なし）

財貨・サービスの輸出（除く非居住者家計の国内での直接
購入）

( 0 1 2 )( 2 1 0 ) × （なし）



財貨・サービスの輸入（除く居住者家計の海外での直接購
入）

( 1 1 0 )( 2 1 1 ) × （なし）

海外からの所得の受取 ( 2 1 2 )( 0 1 0 ) × （なし）

海外に対する所得の支払 ( 1 1 0 )( 0 1 2 ) × （なし）

（注）VAT89は当方で定義した変数であり、1989.1＝1、1989.2＝－1、他の期は0と設定。
　　　在庫系列については加法型、在庫以外の系列については乗法型で季節調整を行う。
　　　ARIMAモデル選択のためのデータ期間は1980.1-1993.4。

（参考）スペックファイルの例（名目国内家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃））

　series { start =1994.1
　         span  =(1994.1,2003.3)
 　        modelspan =(1994.1,2003.3)
  　       period=4
   　      decimals =1
    　     precision =1}
　transform {  function=log  }
　arima {  model = ( 0 1 0 )( 0 1 0 )    }
　forecast {  maxlead = 8
　　　　　　　  maxback = 20  }
　regression { variables = ( lpyear )
　user = ( vat97 )
　file ="xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx"}
　estimate  { maxtier = 20000 }
　x11{  savelog = q
 　      appendfcst = yes
  　     save = ( d11 d16 )   }

　series { start =1994.1
　         span  =(1994.1,2004.3)
 　        modelspan =(1994.1,2004.3)
  　       period=4
   　      decimals =1
    　     precision =1}
　transform {  function=log  }
　arima {  model = ( 0 1 2 )( 2 1 0 )    }
　forecast {  maxlead = 8
　　　　　　　  maxback = 20  }
　regression {
　user = ( vat97 )
　file ="xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx"
　}
　estimate  { maxiｔer = 20000 }
　x11{  savelog = q
 　      appendfcst = yes
  　     save = ( d11 d16 )   }
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参考６ 需要側・供給側推計値の統合の考え方について（平成 14 年 8 月作成） 

 

 

１．考え方 

 

(1) 国内家計最終消費支出 

 数値Ｃ（国内家計最終消費支出）に、二つの独立な観測値 dC （需要側推計値）、

sC （供給側推計値）がある場合、Ｃを 

    ( ) sd CkkC −+ 1    22

2

sd

sk
σσ

σ
+

=  

    （ 2
dσ 、 2

sσ は dC 、 sC の分散） 

として推計することが最良線型不偏推計になる。 （注１） 

 

(2) 固定資本形成 

 ３つの数値Ａ（民間企業設備）、Ｂ（公的固定資本形成）、Ｃ（両者の合計）が、

Ａ＋Ｂ＝Ｃなる関係を満たし、それぞれに a（法人企業統計調査を中心に推計した

値）、b（建設総合統計から推計した値）、c（供給側から推計した値）という独立の

観測値がある場合、 

     Ａは ( )( )bckak aa −−+ 1  

     Ｂは ( )( )ackbk bb −−+ 1  

     Ｃは ( ) ( )( )bakkckk baba +−++−− 12  

     222

22

cba

cb
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σσσ
σσ
++

+
=    222
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cba
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σσσ
σσ
++

+
=  

    （ 2
aσ 、 2

bσ 、 2
cσ は a、b、cの分散） 

として推計することが最良線型不偏推計になる。 （注２） 

 

 

２．観測値の分散の推計方法について 

 

 １．の考え方に基づき、二つの観測値（需要側・供給側推計値）を統合する際のウ

ェイトを算出する。具体的な算出方法としては、基礎統計の設計に関する情報を基に
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標本理論的にウェイトを求める方法と、需要側、供給側の各推計値（の年合計値）が

過去の確報にどの程度近いかを調べる経験的な方法とがある。以下では前者について

述べる。 

統合を行う各項目の推計に使用する主要な基礎統計の四半期値の前暦年値に対す

る比率（前暦年値比）の標準誤差率を使用し、 

 

当期ＱＥ推計値の分散 

＝（推計値の標準誤差）2 

＝（ＱＥの暦年値 × 主要な基礎統計の四半期ベース前暦年値比の標準誤差率）2 

 

により分散を推計する。 

 ここで、供給側、需要側の推計値は複数の項目を加減乗除して作成していることか

ら、推計値の標準誤差もその計算式に即して算出した。具体的には個別項目ごとに 

「ＱＥの前暦年値 × 主要な基礎統計の四半期ベース前暦年値比の標準誤差率」 

で金額ベースの標準偏差を計算し、これを合成して、全体の標準誤差を算出した。こ

の過程で、異なる統計の観測誤差は独立であるなどの仮定を置いた。 

 

 

３．主要な基礎統計に基づく前暦年値比推計値の標準誤差率の推計方法 

(1) 需要側推計値 

 1) 国内家計最終消費支出 

 国内家計最終消費支出の主要な基礎統計である家計調査は、全世帯家計消費の標準

誤差率が公表されている（年平均では 0.4％）。暦年の標準誤差率が得られる時、 

 

  四半期ベース前暦年値比の標準誤差率 ＝ 年ベースの標準誤差率 × 5  

 

により計算することができる（注３）。 

 これより、家計調査の四半期ベース前暦年値比の標準誤差率は、 %894.054.0 =× 。 

 

 2) 民間企業設備 

ア）非金融法人企業 

  非金融法人企業の設備投資の主要な基礎統計である法人企業統計調査について

は、統計審議会（第 62 回企業統計部会）資料の中で、産業分類別・資本金階級別

回収数が示されている。企業の財務諸表データ、サービス業基本調査を用いてそれ

ぞれの区分に対応する設備投資額の変動係数を別途計算し、これを母集団の変動係

数とみなし、上記の回収数に基づき、観測値の標準誤差率を推計する。それを法人

企業統計調査の設備投資額で統合することで全体の標準誤差率を推計する。 

  まず、「日本政策投資銀行 企業財務データバンク」（平成 11 年度）を使用し、
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法人企業統計調査の各産業分類ごとの設備投資額の変動係数を算出する。有形固定

資産の増加額に減価償却額を加えたものを設備投資額とみなし、マイナス値は除外

する。変動係数の推計は資本金 10 億円未満の階層について行うが、10 億円未満の

有効サンプルが得られなかった場合は 10 億円以上の階層の推計値で代用する。 

  一部サービス業（事業所サービス業、旅館，その他の宿泊所、個人サービス業、

映画・娯楽業、放送業、その他のサービス業）については、総務省「サービス業基

本調査」における事業所ベースの設備投資額の分布の情報を使用して変動係数を算

出する（注４）。 

  以上の数値を母集団の変動係数とみなし、これらを法人企業統計調査の産業別・

資本金規模別の各区分に当てはめ、以下の算式により、各区分ごとの標準誤差率を

算出する（注５）。 

    各区分の標準誤差率 ＝ 母集団の変動係数 ／ 回収数  

この際、各産業内の各資本金規模に適用する変動係数は共通の数値を用いる。ま

た、法人企業統計調査は資本金 10 億円以上の法人は全数調査であるため、資本金

10 億円以上の標準誤差率はゼロとみなす。 

  次に、法人企業統計調査の産業別・資本金規模の区分に対応する設備投資額の実

績をウェイトとして標準誤差率を統合し、全体の標準誤差率を求める。設備投資実

績は、各年の変動を避けるため、５年間（８～12 年度）の平均値を用いる。 

    全体の標準誤差率＝
設備投資総額

設備投資実績）（各区分の標準誤差率 2×Σ
 

 

  以上から推計された全体の標準誤差率は 1.048％となる（付表１）。これは年ベー

スの基礎統計自体の標準誤差率なので、四半期ベース前暦年値比の標準誤差率は

2.344％（ 5048.1 ×= ）と推計される。 

 

イ）金融機関 

  金融機関の設備投資の主要な基礎統計である「法人企業動向調査」については、

統計審議会調査技術開発部会報告書（「景気予測調査に関する検討結果報告書」 平

成 12 年 12 月）に掲載されている平成 11 年４～６月期の非製造業の標準誤差率

6.0％を用いる。 

  年ベースの標準誤差率は 3.0％（ 4/0.6= ）となるので、暦年値比の標準誤差率

は、6.7％（ 50.3 ×= ）と推計される。 

 

(2) 供給側推計値 

 供給側推計値の主要な基礎統計である生産動態統計、特定サービス産業動態統計は

全数調査、または有意標本による調査（従業員〇人以上の事業所の調査、売上高上位

〇％の事業所の調査など）である。 
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 平成 11 年の工業統計表のトピックスに、製造業全体といくつかの産業に関する出

荷額前年比の分布の情報が掲載されている。これを母集団の分布とみなし、各事業所

の出荷額の前年比はこの分布に従って発生すると仮定し、一部の事業所の出荷額の前

年比を全体の前年比とみなした時の変動係数を産業分類ごとに推計する。 

 ある産業分類について実際に観測される当年の出荷額前年比は、各事業所の出荷額

前年比の前年の出荷額をウェイトとする線形結合となっている。 
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 倍となる（以下、この数値を乗率

と呼ぶ）。 

 

 平成 11 年の工業統計表のトピックスに掲載されている製造業計と輸送用機械器具

製造業、電気機械器具製造業、一般機械器具製造業、食料品製造業の出荷額前年比の

分布のグラフから数値を読み取った結果、変動係数は 0.26～0.29 である。これを母

集団の変動係数とみなす。該当する産業分類についてはそれぞれの数値を、それ以外

の産業分類については製造業の数値を当てはめる。 
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出荷額前年比の変動係数 

 平  均 分  散 標準偏差 変動係数 

輸送用機械器具製造業 96.89 615.6234 24.81 0.2561 

電気機械器具製造業 97.80 800.2520 28.29 0.2893 

一般機械器具製造業 91.52 640.4209 25.31 0.2765 

食料品製造業 89.49 557.2252 23.61 0.2638 

製造業計 107.27 790.9485 28.12 0.2622 

 

 次に、各産業分類ごとの「乗率」を算出する。 

 各産業分類の主要な基礎統計が生産動態統計である場合には、工業統計表の従業員

規模別統計表を使用して乗率を算出する。該当する統計が例えば従業員規模 30 人以

上事業所が対象である場合には、30 人以上の区分の事業所数、出荷額から乗率を算出

する。IIP については、その基礎統計である生産動態統計について同様の計算を行う。

なお、該当する統計が全数調査である場合には、変動係数はゼロであるとみなす。 

 各産業分類の主要な基礎統計が特定サービス産業動態統計調査である場合には、同

調査が売上高上位 70％の事業所を対象としているため、サービス業基本調査の事業収

入額階級別事業所数を使用し、事業収入額の上位 70％に概ね該当する区分を用いて乗

率を算出する。 

 以上から得られた母集団の出荷額前年比の変動係数に乗率を乗じることで、各産業

の推計値の変動係数を推計する。 

 なお、建設業については投入される財・サービスが他の分類に含まれているとみな

す。その他の産業で、基礎統計が全数調査であるものは変動係数はゼロとし、情報が

得られないものは変動係数の最大値を適用する。 

 こうして得られた産業分類ごとの推計値の変動係数を、家計消費、総固定資本形成

の平成 12 年の名目金額をウェイトとして加重平均し、全体の推計値の標準誤差率を

推計する。推計結果は家計消費 0.472％、総固定資本形成 0.388％である。これは年

ベースの標準誤差率なので、四半期では 0.944％（ 4472.0 ×= ）、0.775％

（ 4388.0 ×= ）となる（付表２）。 

 

(3) 公的固定資本形成 

 建設総合統計の基礎統計である建設工事受注動態統計は、標準誤差率が公表されて

いる（年度平均で 2.5％（公共個別工事契約高（土木機械装置等工事）の年度推計値

の標準誤差率））。建設総合統計の建築部分の基礎統計である建築着工統計調査の誤差

率をゼロとみなし、これを勘案した上で四半期ベース対前年度値比の標準誤差率を

4.77％と推計する（建築部分を勘案した誤差率 5%13.2 × ）。 
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（注１）国内家計最終消費支出の線型最良不偏推計値の導出方法 

 

 Ｃの推計値C~を、 dC 、 sC  の線型結合により推計する。 

 

  dd CC ε+=  

  ss CC ε+=  

  ( ) ( ) 0== sd EE εε  

 

と仮定する。ここで、Ｃの推計値を 

  ssdd CkCkC +=
~

 

と置くと、 

  
( ) ( ) ( )
( )Ckk

CkCkCE

sd

ssdd

+=
+++= εε~

 

これが常にＣに一致する（不偏性）ためには、 

   1=+ sd kk   

 

であることが必要かつ十分である。ここで、 kkd = と置けば、 kks −= 1 となる。 

 

 次に、C~の分散 

  ( ) ( ){ }2~~ CCECV −=  

    ( ){ }[ ]21 CCkkCE sd −−+=  

    { }[ ]2))(1()( CCkCkE sd −+−++= εε  

    { }[ ]2)1( sd kkE εε −+=  

ここで、 dε  、 sε  は互いに独立と仮定し、それぞれの分散を 2
dσ  、 2

sσ  とすれば、 

  ( ) ( ) 2222 1~
sd kkCV σσ −+=  

これは、 

  22

2

sd

sk
σσ

σ
+

=  
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で最小値 22

22

sd

sd

σσ
σσ
+

 をとる（最良性）。 

 

 以上から、Ｃの最良線型不変推定値 

    ( ) sd CkkCC −+= 1~
   22

2

sd

sk
σσ

σ
+

=  

となる。 

 

 

（注２）固定資本形成の最良線型不偏推計値の導出方法 

 

 Ａの推計値 A~を、a、b、cの線型結合により推計する。 

 

  aAa ε+=  

  bBb ε+=  

  cCc ε+=  

  ( ) ( ) ( ) 0=== cba EEE εεε  

 

と仮定する。ここで、Ａの推計値を 

  ckbkakA cba ++=
~

 

と置くと、 

  ( ) ( ) ( )ccbbaa CkBkAkA εεε +++++=
~

 

   ( ) ( ) ( )ccbbaa BAkBkAk εεε ++++++=  

   ( ) ( ) ccbbaacbca kkkBkkAkk εεε ++++++=  

従って、 

  ( ) ( ) ( )BkkAkkAE cbca +++=
~

 

これが常にＡに一致する（不偏性）ためには、 

   1=+ ca kk  かつ 0=+ cb kk  

であることが必要かつ十分である。 

 

 次に、 A~の分散 

  ( ) ( ){ }2~~ AAEAV −=  

    ( )( )( ){ }[ ]21 AbckakE aa −−−+=  
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    ( )( ){ }[ ]21 bcaaa kkE εεε −−+=  

ここで、 aε  、 bε  、 cε  は互いに独立と仮定し、それぞれの分散を 2
aσ  、 2

bσ  、 2
cσ と表わ

せば、 

  ( ) ( ) ( )22222 1~
cbaaa kkAV σσσ +−+=  

これは、 

  222

22

cba

cb
ak

σσσ
σσ
++

+
=  で最小値 

( )
222

222

cba

acb

σσσ
σσσ
++

+
 をとる（最良性）。 

 

 以上から、Ａの最良線型不変推定値 

    ( )( )bckakA aa −−+= 1~
   222

22

cba

cb
ak

σσσ
σσ
++

+
=  

となる。 

 

 同様の計算により、Ｂ、Ｃの最良線型不変推定値は、 

    ( )( )ackbkB bb −−+= 1~
   222

22

cba

ca
bk

σσσ
σσ
++

+
=  

    ( ) )(1~ bakckC cc ++−=    222

2

cba

c
ck

σσσ
σ

++
=  

 

 この時、 1−+= bac kkk  であることから、 

    ( ) ( )( )bakkckkC baba +−++−−= 12~
 

と表すことができる。また、 CBA ~~~
=+  であること（加法整合性）が確認できる。 
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（注３）前暦年値比の標準誤差率の推計方法 

 

 当期の四半期値を B、前暦年値を Aとする。Aと Bが独立であれば、前暦年値比 B/A の分散

は、 
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従って、B/A の標準誤差率は、 

22
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ここで、四半期値が相互に独立で分散が一定である場合、四半期ベースの標準誤差率が年ベ

ースの標準誤差率の２倍になるという関係を使用すると、 
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（注４）サービス業の設備投資額の変動係数の推計方法について 

 一部のサービス業については、総務省の「サービス業基本調査」から事業所ベースの設備

投資額の分布がわかるため、ここから変動係数を推計する。 

 サービス業基本調査第 20 表から設備投資額階級別の事業所数がわかるので、各階級に事業

所が一様に分布していると仮定し、設備投資額の全体の変動（平均からの偏差２乗和の合計）

を算出する。なお、資本金１億円以上の階級は、第 18 表の設備投資総額から１億円未満の階

級の設備投資額の合計（各階級の中位数×事業所数で算出）を差し引き、１億円以上の階級

の事業所数で除して平均値を推計し、その回りに一様に分布していると仮定して計算を行う。 

 「法人企業統計調査」は業種別の他に資本金階級別に層化して抽出を行っているため、各

層内の変動係数を推計する際には、全体の変動から層間変動を差し引く必要がある。サービ

ス業基本調査の第 19 表から資本金階級別の設備投資額が、第９表から資本金階級別の事業所

数がわかるので、これらを法人企業統計調査の資本金階級に併せて統合し、以下の算式によ

り、層内の変動係数を推計する（第 19 表には「資本金階級不明」の事業所と「外国の会社」

が含まれず、第９表には「設備投資額不明」の事業所が含まれているので、第 20 表と水準を

併せるため、按分処理を行っている）。 

 

 

＝ 
. 
. 
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 層内変動： ∑∑
==

−++−=
nm

j
nnj

m

j
j xxxxS

1

2

1

2
11 )(...)(

1

内  

 層間変動： 22
1 )(...)( xxmxxmS nni −++−=間  

 （ｎ個の資本金階級があり、それらに属する事業所の数を im 、各事業所の設備 

  投資額を ijx 、設備投資額の平均を ix 、全体の設備投資額の平均を x とする。） 

 総変動＝ 間内 SS +  

である時、各層の変動係数が等しい（=r）と仮定すると、層 iの分散は、 
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j
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 従って、 

間内 SSxmrS
n

i
ii −=−= ∑

=1

222 )1(  となるので、
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−
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i
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（注５）産業別・資本金規模別の標準誤差率の算式について 

 平均 μ 、分散 2σ に従う母集団の観測値 x について、 εμ +=x  0)( =εE 、 2)( σε =V と

置く。この母集団から n 個のサンプル（ nxx ,.....,1 ）を抽出した時の ix の平均値の分散は、 

nn
Ex

n
Ex

n
V

n

i
i

n

i
i

n

i
i

2
2

1

2

11
)1()1()1( σεμ ==−= ∑∑∑

===

 標準誤差率は
μ
σ

n
1

となり、母集団の変

動係数の
n

1
倍となる。 

 



付表１　　法人企業統計の標準誤差率の推計結果　（平成14年8月作成）

変動係数 回収数 資本金階級別回収数 資本金階級別標準誤差率(年計)

(年間)
1000万-
2000万

2000万-
5000万

5000万-1
億

1億-10億 10億- 計
1000万-
2000万

2000万-
5000万

5000万-1
億

1億-10億 10億-

全産業 18,519 1,871 2,340 1,681 7,417 5,210 0.01048 0.06795 0.05203 0.07392 0.03628 0

18.食料品 1.1741 638 41 55 49 288 205 0.03142 0.18337 0.15832 0.16773 0.06919 0
20.繊維 1.5225 189 19 23 34 66 47 0.05078 0.34929 0.31746 0.26111 0.18741 0
21.衣服・その他の繊維製品 0.7918 138 20 30 40 26 22 0.06209 0.17706 0.14457 0.12520 0.15529 0
22.木材・木製品 0.6967 142 28 27 50 25 12 0.05189 0.13166 0.13408 0.09853 0.13934 0
24.パルプ・紙・紙加工品 0.5814 202 28 31 43 50 50 0.01708 0.10987 0.10442 0.08866 0.08222 0
25.出版・印刷・同関連 0.9617 248 30 39 37 99 43 0.04379 0.17559 0.15400 0.15811 0.09666 0
26.化学 1.7154 669 18 28 43 258 322 0.02663 0.40433 0.32418 0.26160 0.10680 0
27.石油・石炭製品 2.2156 150 33 45 21 17 34 0.02588 0.38568 0.33027 0.48347 0.53735 0
30.窯業・土石 1.5371 312 29 33 46 115 89 0.05769 0.28544 0.26758 0.22664 0.14334 0
31.鉄鋼 1.0326 220 12 20 35 77 76 0.01240 0.29810 0.23091 0.17455 0.11768 0
32.非鉄金属 1.0132 256 22 39 43 72 80 0.01368 0.21602 0.16224 0.15451 0.11941 0
33.金属製品 1.0080 388 46 47 35 159 101 0.05383 0.14862 0.14703 0.17038 0.07994 0
34.一般機械器具 1.0523 559 37 49 34 212 227 0.03820 0.17301 0.15034 0.18048 0.07228 0
35.電気機械器具 0.8174 856 34 47 45 345 385 0.00923 0.14019 0.11924 0.12186 0.04401 0
36.輸送用機械器具 0.9529 441 25 42 48 153 173 0.01372 0.19058 0.14704 0.13754 0.07704 0
37.精密機械器具 0.6434 236 24 35 43 63 71 0.01599 0.13133 0.10876 0.09812 0.08106 0
38.船舶製造・修理 1.2830 98 31 16 14 24 13 0.01993 0.23043 0.32074 0.34289 0.26188 0
39.その他の製造業 0.9354 583 64 57 45 248 169 0.02751 0.11692 0.12389 0.13944 0.05940 0
01.農業 1.3399 109 28 30 24 20 7 0.13277 0.25322 0.24463 0.27351 0.29961 0
06.林業 1.3399 73 17 26 7 21 2 0.17003 0.32497 0.26278 0.50644 0.29239 0
08.漁業 1.0632 74 25 20 16 9 4 0.12218 0.21265 0.23775 0.26581 0.35441 0
10.鉱業 1.6630 213 28 36 30 28 91 0.10331 0.31428 0.27717 0.30362 0.31428 0
15.建設業 1.2435 1,730 254 618 156 416 286 0.02476 0.07803 0.05002 0.09956 0.06097 0
40.卸売業 1.6194 2,216 246 274 162 1,033 501 0.03505 0.10325 0.09783 0.12723 0.05038 0
49.小売業 1.1741 1,654 231 153 124 726 420 0.02373 0.07725 0.09492 0.10544 0.04358 0
59.不動産業 2.1985 1,527 126 112 94 780 415 0.06330 0.19585 0.20774 0.22675 0.07872 0
61.陸運業 0.9098 483 43 85 50 175 130 0.02010 0.13875 0.09869 0.12867 0.06878 0
64.水運業 1.6078 218 32 27 35 77 47 0.12457 0.28423 0.30943 0.27177 0.18323 0
69.その他の運輸・通信業 2.2187 588 30 34 44 285 195 0.00827 0.40507 0.38050 0.33448 0.13142 0
70.電気業 0.8795 47 2 1 0 8 36 0.00075 0.62187 0.87945 0.00000 0.31093 0
71.ガス・熱供給・水道業 1.1142 153 8 24 25 62 34 0.02338 0.39391 0.22743 0.22283 0.14150 0
74.事業所サービス業 2.2840 982 89 71 50 490 282 0.03844 0.24210 0.27106 0.32300 0.10318 0
75.旅館，その他の宿泊所 4.2233 430 21 25 27 210 147 0.46030 0.92160 0.84466 0.81278 0.29144 0
76.個人サービス業 3.1578 163 28 30 26 61 18 0.26896 0.59677 0.57654 0.61930 0.40432 0
76.映画・娯楽業 1.9803 454 24 27 37 246 120 0.16180 0.40422 0.38111 0.32556 0.12626 0
81.放送業 1.2047 412 15 18 26 178 175 0.02745 0.31105 0.28394 0.23626 0.09029 0
89.その他のサービス業 2.3321 668 83 66 43 295 181 0.10861 0.25598 0.28706 0.35564 0.13578 0
（備考）

１．変動係数は「74.事業所サービス業」以降は平成11年サービス業基本調査から推計した。それ以外は日本政策投資銀行企業財務データバンク（上場企業、平成11年度）から推計した。

２．日本政策投資銀行企業財務データバンクの有形固定資産の増加額に減価償却額を加えたものを設備投資額とみなし、マイナス値は除外した。資本金10億円未満の階層の変動係数を

　　推計した。10億円未満の有効サンプルが得られなかった場合は10億円以上の階層の推計値で代用した（斜体の数値）。「06.林業」については有効データが得られなかったため、

　　「01.農業」で代用した）。

３．回収数は、統計審議会第62回企業統計部会資料における平成12年10-12月期の回収状況。
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付表２．供給側推計の標準誤差率の推計結果　（平成14年8月作成）
母集団の前年
比変動係数

乗率 各品目の前年比推
計値の変動係数

国内家計最終
消費万分比

標準偏差 総固定資本形
成万分比

標準偏差 備考

1 米　　麦　　　　　　　　 － － － － － － － 除外（配分無し）

2 その他の耕種農業　 － － 0.0482 263 12.69 26 1.28
3 畜産・養蚕 － － 0.0482 19 0.93 14 0.67
4 農業サービス　　　　　　 － － 0.0482 7 0.33 0 0.00
5 林　　業　　　　　　　　 － － 0.0000 12 0.00 1 0.00 全数

6 漁　　業　　　　　　　　 0.2622 0.1429 0.0375 55 2.07 0 0.00 乗率をサンプル数で推計

7 金属鉱物　　　　　　　　 － － － － － － － 除外（配分なし）

8 非金属鉱物　　　　　　　 － － 0.0000 0 0.00 102 0.00 全数

9 石炭・亜炭　　　　　　　 － － － － － － － 除外（配分なし）

10 原油・天然ガス　　　　　 － － － － － － － 除外（配分なし）

11 屠畜・畜産食料品　　　　 － － 0.0000 333 0.00 0 0.00 全数

12 水産食料品　　　　　　　 0.2638 0.1826 0.0482 409 19.68 0 0.00 乗率をサンプル数で推計

13 精穀・精粉　　　　　　　 － － 0.0000 143 0.00 0 0.00 全数

14 農産食料品　　　　　　　 0.2638 0.1826 0.0482 500 24.07 0 0.00 乗率をサンプル数で推計

15 その他の食料品　　　　　 － － 0.0000 388 0.00 0 0.00 全数

16 飲　　料　　　　　　　　 0.2638 0.0320 0.0084 550 4.64 0 0.00
17 飼料・有機質肥料　　　　 － － 0.0482 34 1.62 0 0.00
18 たばこ　　　　　　　　　 0.2638 0.0320 0.0084 269 2.27 0 0.00
19 紡　　績　　　　　　　　 0.2622 0.0869 0.0228 1 0.02 0 0.00
20 織物・その他の繊維製品 0.2622 0.0361 0.0095 14 0.13 28 0.27
21 衣類・身廻品　　　　　　 0.2622 0.0263 0.0069 870 6.00 41 0.29
22 製材・木製品　　　　　　 0.2622 0.0522 0.0137 9 0.12 354 4.85
23 家具・装備品　　　　　　 0.2622 0.0621 0.0163 51 0.83 211 3.43
24 パルプ・紙　　　　　　　 － － 0.0000 10 0.00 4 0.00 全数

25 紙加工品　　　　　　　　 0.2622 0.0285 0.0075 23 0.17 48 0.36
26 出版・印刷　　　　　　　 － － 0.0000 155 0.00 23 0.00 全数、消費は一部対象外（共通）

27 基礎化学製品　　　　　　 － － 0.0000 2 0.00 5 0.00 全数

28 化学繊維　　　　　　　　 － － － － － － － 除外（配分無し）

29 医薬品　　　　　　　　　 0.2622 0.0320 0.0084 74 0.62 0 0.00
30 化学最終製品　　　　　　 0.2622 0.0757 0.0198 245 4.87 47 0.93
31 石油製品　　　　　　　　 － － 0.0000 319 0.00 156 0.00 全数

32 石炭製品　　　　　　　　 － － 0.0000 0 0.00 59 0.00 全数

33 プラスチック製品　　　　 0.2622 0.0360 0.0094 75 0.71 130 1.23
34 ゴム製品　　　　　　　　 0.2622 0.0797 0.0209 42 0.89 20 0.42
35 なめし革・毛皮・同製品　 0.2622 0.0405 0.0106 122 1.29 0 0.00
36 ガラス・ガラス製品　　　 － － 0.0000 8 0.00 28 0.00 全数
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母集団の前年
比変動係数

乗率 各品目の前年比推
計値の変動係数

国内家計最終
消費万分比

標準偏差 総固定資本形
成万分比

標準偏差 備考

37 セメント・セメント製品　 0.2622 0.0355 0.0093 0 0.00 532 4.95
38 陶磁器　　　　　　　　　 0.2622 0.1428 0.0374 9 0.35 41 1.55
39 その他の窯業・土石製品 － － 0.0000 19 0.00 122 0.00 全数

40 銑鉄・粗鋼　　　　　　　 － － 0.0000 -1 0.00 -13 0.00 全数

41 鉄鋼製品　　　　　　　　 － － 0.0000 0 0.00 165 0.00 全数

42 非鉄金属精錬・精製　　　 － － 0.0000 6 0.00 -22 0.00 全数

43 非鉄金属加工製品　　　　 0.2622 0.1002 0.0263 1 0.03 117 3.08
44 建設・建築用金属製品　　 0.2622 0.0623 0.0163 4 0.06 668 10.92
45 その他の金属製品　　　　 0.2622 0.0392 0.0103 39 0.40 232 2.38
46 一般産業機械　　　　　　 0.2765 0.0836 0.0231 1 0.02 564 13.03
47 特殊産業機械　　　　　　 0.2765 0.0577 0.0160 2 0.03 837 13.37
48 その他の一般機器・修理　 0.2765 0.0719 0.0199 0 0.00 210 4.16
49 事務用・サ－ビス用機器　 0.2765 0.1250 0.0346 1 0.04 236 8.15
50 民生用電気機械　　　　　 0.2893 0.0869 0.0252 414 10.42 67 1.69
51 電子・通信機器　　　　　 0.2893 0.0434 0.0126 105 1.32 1,769 22.20
52 重電機器　　　　　　　　 0.2893 0.0879 0.0254 0 0.00 346 8.80
53 その他の電気機器・修理　 0.2893 0.0775 0.0224 42 0.94 84 1.88
54 自動車・同修理 0.2561 0.0735 0.0188 － － 682 12.84 消費は対象外（共通）

55 船舶・同修理　　　　　　 0.2561 0.1201 0.0307 1 0.02 -3 -0.08
56 その他の輸送機械・同修理 0.2561 0.1725 0.0442 15 0.68 115 5.06
57 精密機械・同修理　　　　 0.2622 0.0863 0.0226 99 2.23 245 5.55
58 その他の製造工業製品　　 0.2622 0.0738 0.0193 239 4.62 122 2.35
59 建設業　　　　　　　　　 － － － － － － － 除外（建コモ）

60 電力　　　　　　　　　　 － － 0.0000 － － 47 0.00 全数、消費は対象外（共通）

61 ガス・熱供給　　　　　　 － － 0.0000 66 0.00 8 0.00 全数

62 水道 － － 0.0482 － － 6 0.30 消費は対象外（共通）

63 廃棄物処理　　　　　　　 － － 0.0482 14 0.69 6 0.29
64 卸　　売　　　　　　　　 － － － － － － － 除外（配分なし）

65 小　　売　　　　　　　　 － － 0.0482 24 1.13 26 1.24
66 金　　融 － － 0.0482 － － 28 1.36 消費は対象外（共通）

67 保　　険 － － 0.0482 － － 24 1.18 消費は対象外（共通）

68 不動産仲介及び賃貸 － － 0.0482 － － 32 1.54 消費は対象外（共通）

69 住宅賃貸料 － － － － － 0 0.00 消費は対象外（共通）

70 鉄道輸送　　　　　　　　 － － 0.0482 208 10.05 15 0.72 消費は一部対象外（共通）

71 道路輸送　　　　　　　　 － － 0.0482 226 10.91 21 1.02 消費は一部対象外（共通）

72 水　　運　　　　　　　　 － － 0.0482 6 0.28 1 0.04
73 航空輸送　　　　　　　　 － － 0.0482 115 5.53 4 0.18
74 その他の運輸　　　　　　 0.2622 0.1414 0.0371 105 3.89 0 0.00 乗率をサンプル数で推計
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母集団の前年
比変動係数

乗率 各品目の前年比推
計値の変動係数

国内家計最終
消費万分比

標準偏差 総固定資本形
成万分比

標準偏差 備考

75 電信・電話　　　　　　　 0.2622 0.0854 0.0224 404 9.06 81 1.82 乗率をサンプル数で推計

76 郵　　便　　　　　　　　 － － 0.0000 26 0.00 9 0.00 全数

77 教　　育　　　　　　　　 0.2622 0.0055 0.0014 37 0.05 1 0.00 乗率をサンプル数で推計

78 研　　究　　　　　　　　 0.2622 0.0055 0.0014 0 0.00 5 0.01 乗率をサンプル数で推計

79 医療・保健 － － － － － 0 0.00 消費は対象外（共通）

80 その他の公共サービス　　 － － 0.0482 0 0.00 9 0.45
81 広告・調査・情報サービス 0.2622 0.0164 0.0043 3 0.01 46 0.20 総固のソフトウェアは対象外（共通）

82 物品賃貸サービス　　　　 0.2622 0.0248 0.0065 44 0.29 7 0.05
83 自動車・機械修理　　　　 － － 0.0000 181 0.00 64 0.00 全数

84 その他の対事業所サービス 0.2622 0.0110 0.0029 8 0.02 1,004 2.89
85 放　　送　　　　　　　　 － － 0.0482 51 2.48 0 0.00
86 娯楽サービス 0.2622 0.0111 0.0029 614 1.79 0 0.00
87 飲食店　　　　　　　　　 0.2622 0.0798 0.0209 930 19.46 0 0.00 乗率をサンプル数で推計

88 旅館・その他の宿泊所　　 0.2622 0.1414 0.0371 294 10.89 0 0.00
乗率をサンプル数で推計、
消費は一部対象外（共通）

89 その他の対個人サービス 0.2622 0.0169 0.0044 644 2.85 1 0.01
90 分類不明 － － 0.0482 0 0.00 139 6.69

計 10,000 47.21 10,000 38.77
集計値の標準誤差率(90分類統合) 0.00472 0.00388

集計値の標準誤差率(四半期) 0.00944 0.00775

（備考）

１．主要な基礎統計が全数調査である場合は、前年比推計値の変動係数はゼロと置いた。

２．母集団の出荷額前年比の変動係数は、11-18は食料品製造業の0.2638を、46-49は一般機械器具製造業の0.2765を、50-56は電気機械器具製造業の0.2893を、

　　54-56は輸送用機械器具製造業の0.2561を、それ以外は製造業全体の0.2622を用いた。

３．乗率の斜体字は、基礎統計がＩＩＰである場合の平均値（0.0320）で代用している。

４．出荷額の分布が得られず、サンプル数のみ得られた場合は、（1/サンプル数の平方根）により乗率を推計している。

５．標準誤差率の斜体字は、乗率が得られないため標準誤差率の最大値（0.0482)で代用したもの。

６．共通推計項目である家計消費の「26.出版・印刷」のうち教科書購入費、「54.自動車・同修理」、「60.電力」、「62.水道」、「66.金融」、「67.保険」、

　「68.不動産仲介及び賃貸」、「69.住宅賃貸料」、「70.鉄道輸送」及び「71.道路輸送」のうち戦傷病者無賃乗車船負担金、｢79.医療・保健」、

　「88.旅館・その他の宿泊所」のうち下宿業、総固定資本形成の「81.広告・調査・情報サービス」（建コモ以外の部分）は推計の対象外とした。

７．国内家計最終消費、総固定資本形成の双方に配分がない場合は推計から除外した。

８．建設業は投入される財・サービスが他の品目に含まれているとみなし、推計から除外した。

９．国内家計最終消費、総固定資本形成の１万分比は平成12年の値。
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A．供給側推計

1 米麦 農業物価指数（農林水産省） 米 翌月下旬 3

農林水産統計月報（農林水産省） 国内産主食用米穀の販売量 翌月下旬

2 その他の耕種農業 花き卸売市場調査（農林水産省） 切花類、鉢もの類、花壇用苗もの類　卸売価額 翌々月中旬 Ａ 2

青果物流通統計調査（農林水産省） 野菜総量・輸入野菜・国産果実総量　卸売価額 翌月下旬

3 畜産 食肉流通統計調査（農林水産省） 豚、成牛の枝肉取引総価額 翌月下旬 6

月別肉用子牛取引情報（農畜産業振興
機構）

取引頭数、平均価格 翌月下旬

牛乳乳製品統計調査（農林水産省） 生乳生産量 翌月下旬

鶏卵流通統計調査（農林水産省） 鶏卵出荷量 翌々月中旬(半年毎) Ｃ

農業物価指数（農林水産省） 鶏卵・生乳 翌月下旬

4 農業サービス 3 畜産 の系列で代用

5 林業 標本製材工場調査（農林水産省） 国産材製材用素材入荷量 翌月下旬 3

国内企業物価指数（日本銀行） 林産物 翌月上旬

6 漁業
産地水産物流通統計調査（農林水産
省）

上場水揚量、価格 翌月下旬 3

7 金属鉱物 鉱工業出荷指数（経済産業省） 金鉱
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

輸入物価指数（日本銀行） 金属素材 翌月上旬

8 非金属鉱物 鉱工業出荷指数（経済産業省） けい石・石灰石
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 石材・骨材・その他の鉱産物 翌月上旬

推計に使用する基礎統計の概要 公表時期

参考７　ＱＥ推計に利用する主な基礎統計　（平成18年7月作成）

欠落月補外方
法

小(90)分類
小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

9 石炭・亜炭 ※数量は内閣府推計 3

国内企業物価指数（日本銀行） 石炭製品 翌月上旬

10 原油・天然ガス 鉱工業出荷指数（経済産業省） 原油・天然ガス
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

輸入物価指数（日本銀行） 原油 翌月上旬

11 と畜・畜産食料品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 肉製品・乳製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 肉製品・乳製品 翌月上旬

12 水産食料品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 水産製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 水産加工食品 翌月上旬

13 精穀・製粉 鉱工業出荷指数（経済産業省） 製粉・同製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 粉類・粉製品 翌月上旬

14 農産食料品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 野菜・果実製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 農産加工食品 翌月上旬

15 その他の食料品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 油脂・調味料・その他の食料品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 食用油脂・その他調整食品 翌月上旬

16 飲料 鉱工業出荷指数（経済産業省） 酒類・清涼飲料
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 酒類・清涼飲料類 翌月上旬

17 飼料・有機質飼料
流通飼料価格等実態調査（農林水産
省）

混合・配合飼料生産量 翌々月下旬 Ａ 3

国内企業物価指数（日本銀行） 飼・肥料 翌月上旬

18 たばこ ※数量は内閣府推計 6

国内企業物価指数（日本銀行） たばこ 翌月上旬
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

19 紡績 鉱工業出荷指数（経済産業省） 紡績
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 原糸 翌月上旬

20 織物・その他の繊維製品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 織物・染色整理・その他の繊維製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 織・編物・その他繊維製品 翌月上旬

21 衣服・身廻品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 衣類
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 衣類 翌月上旬

22 製材・木製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 6

標本製材工場調査（農林水産省） 製材品出荷量 翌月下旬

合単版月別調査（農林水産省） 普通合板出荷量、特殊合板出荷量 翌月下旬

国内企業物価指数（日本銀行） 製材、普通合板、特殊合板 翌月上旬

23 家具・装備品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材、繊維・生活用品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

24 パルプ・紙 生産動態統計調査（経済産業省） 紙・パルプ・プラスチック・ゴム統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

25 紙加工品 生産動態統計調査（経済産業省） 紙・パルプ・プラスチック・ゴム統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

26 出版・印刷 鉱工業出荷指数（経済産業省） 新聞・出版業
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 出版・印刷物 翌月上旬

27 基礎化学製品 生産動態統計調査（経済産業省） 化学工業統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

28 化学繊維 鉱工業出荷指数（経済産業省） 化学繊維
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 合繊短繊維 翌月上旬

29 医薬品 ※数量は内閣府推計 6

国内企業物価指数（日本銀行） 医薬品 翌月上旬
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

30 化学最終製品 生産動態統計調査（経済産業省） 化学工業統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

31 石油製品 鉱工業出荷指数（経済産業省）
ガソリン・ジェット燃料油・灯油・軽油・Ａ重油・Ｂ･Ｃ重油・ナフ
サ・石油製品・潤滑油・アスファルト

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 6

（細品目で推計） 国内企業物価指数（日本銀行）
ガソリン・ジェット燃料油・灯油・軽油・Ａ重油・Ｃ重油・ナフサ・
液化石油ガス・潤滑油・その他の石油製品

翌月上旬

32 石炭製品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 石炭製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 石炭製品 翌月上旬

33 プラスチック製品 生産動態統計調査（経済産業省） 紙・パルプ・プラスチック・ゴム統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

34 ゴム製品 生産動態統計調査（経済産業省） 紙・パルプ・プラスチック・ゴム統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

35 なめし革・毛皮・同製品 生産動態統計調査（経済産業省） 繊維・生活用品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

36 ガラス・ガラス製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

37 セメント・セメント製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

38 陶磁器 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

39 その他の窯業・土石製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材、化学工業統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

40 銑鉄・粗鋼 鉱工業出荷指数（経済産業省） 素製品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） フェロアロイ・銑鉄 翌月上旬

41 鉄鋼製品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 熱間圧延鋼材・鋼管・冷間仕上鋼材・めっき鋼材・鋳鍛造品
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 普通鋼鋼材・特殊鋼鋼材・その他鉄鋼 翌月上旬

42 非鉄金属精練・精製 鉱工業出荷指数（経済産業省） 非鉄金属地金
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 地金 翌月上旬

43 非鉄金属加工製品 鉱工業出荷指数（経済産業省） 伸銅・アルミニウム圧延品類・電線・ケーブル・非鉄金属鋳物
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

国内企業物価指数（日本銀行） 非鉄金属圧延品類・電線・ケーブル・非鉄金属鋳物 翌月上旬
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

44 建設・建築用金属製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

45 その他の金属製品 生産動態統計調査（経済産業省） 窯業・建材、鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

46 一般産業機械 生産動態統計調査（経済産業省） 機械、鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

47 特殊産業機械 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

48 その他の一般機械機器 生産動態統計調査（経済産業省） 機械、鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

49 事務用・サービス用機器 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

50 民生用電気機械 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

51
電子・通信機器
(細品目で推計）

生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報 (生産・販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ（一部Ａ） 6

52 重電機器 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（生産・販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

53 その他の電気機器 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

54
自動車
（細品目で推計）

生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

55 船舶・同修理 鉱工業出荷指数（経済産業省） 船舶・同機関
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

※価格指数は内閣府推計

56 その他の輸送機械・同修理 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

57 精密機械 生産動態統計調査（経済産業省） 機械統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ａ 2

58 その他の製造工業製品 生産動態統計調査（経済産業省） 機械、繊維・生活用品統計月報（販売金額） 確報（翌々月中旬） Ｅ 2

59 建設（付加価値額） 毎月勤労統計調査（厚生労働省） きまって支給する現金給与額（建設業・事業所規模５人以上）
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

*生産額は投入コスト型 労働力調査（総務省） 建設業・就業者総数 翌月下旬
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

60 電力 電力調査統計（資源エネルギー庁） 電気事業者の発電実績（電力量）（価格指数は内閣府推計） 翌々月中旬 Ａ 3

61 ガス・熱供給
ガス事業生産動態統計調査（資源エネ
ルギー庁）

ガス生産量（価格指数は内閣府推計） 翌々月中旬 Ａ 3

62 水道 B．需要項目別推計参照 5

63 廃棄物処理 毎月勤労統計調査（厚生労働省）
常用雇用指数、きまって支給する現金給与賃金指数（廃棄物処
理業・事業所規模５人以上）

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

64 卸売 商業販売統計調査（経済産業省） 業種別商業販売額（卸売業）
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 4

四半期別法人企業統計調査（財務省） 売上高、売上原価（卸売） ３ヵ月めの上旬 Ｄ

商業統計調査（経済産業省） 等差マージン：売上高、売上原価（卸売業） ５年に一度

65 小売 商業販売統計調査（経済産業省） 業種別商業販売額（小売業）
速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 4

四半期別法人企業統計調査（財務省） 売上高、売上原価（小売） ３ヵ月めの上旬 Ｄ

商業統計調査（経済産業省） 等差マージン：売上高、売上原価（小売業） ５年に一度

66 金融（手数料のみ）
東京証券取引所統計月報（東京証券取
引所）

全国証券取引所の株式売買代金 翌月上旬 6

67 保険 生命保険協会ホームページ 収入保険料、保険金、年金等 ３ヵ月後 Ａ 6

（細品目で推計） 国土交通月例経済（国土交通省） 自動車保有台数 ３ヵ月後 Ｂ

消費者物価指数（総務省） 自動車保険料（自賠責、任意） 翌月下旬

68 不動産仲介及び賃貸 毎月勤労統計調査（厚生労働省）
常用雇用指数、きまって支給する現金給与賃金指数（不動産
業・事業所規模５人以上）

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

69 住宅賃貸料 B．需要項目別推計参照 5

70 鉄道輸送 国土交通月例経済（国土交通省） ＪＲ旅客、民鉄旅客、鉄道貨物（価格指数は内閣府推計）
翌々月下旬
（一部３ヵ月後）

Ａ（一部Ｂ） 6

71 道路輸送 国土交通月例経済（国土交通省）
一般トラック貨物、特別積合せトラック貨物、タクシー旅客、
バス旅客（価格指数は内閣府推計）

３ヵ月後 Ｂ 6
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

72 水運 内航船舶輸送統計（国土交通省） 内航海運貨物（価格指数は内閣府推計） ３ヵ月後 Ｂ 6

外国貿易概況（財務省） 国籍別船舶入港表 純トン数（価格指数は内閣府推計） 翌月末

73 航空輸送 国土交通月例経済（国土交通省） 国内線旅客、国際線旅客、国内線貨物、国際線貨物 翌々月下旬 Ａ 6

企業向けサービス価格指数（日本銀
行）

国際航空貨物、国内航空貨物、国際航空旅客、国内航空旅客 翌月下旬

74 その他の運輸
主要旅行業者50社の旅行取扱状況速報
（国土交通省）

総取扱額合計（国内旅行、外国旅行、外国人旅行） 翌々月上旬 Ａ 2

75 電信・電話 通信産業動態調査（総務省） 電気通信事業売上高
３ヵ月後（暫定値を
利用） Ａ 1

76 郵便
日本郵政公社統計月報（日本郵政公
社）

種類別引受郵便物数（通常・年賀、小包、国際郵便差立）（価
格指数は内閣府推計）

翌々月上旬 Ａ 3

77 教育 毎月勤労統計調査（厚生労働省）
常用雇用指数、きまって支給する現金給与賃金指数（教育,学
習支援業・事業所規模５人以上）

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

78 研究 毎月勤労統計調査（厚生労働省）
常用雇用指数、きまって支給する現金給与賃金指数（学術研究
機関・事業所規模５人以上）

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬） 3

79 医療・保健 B．需要項目別推計参照 5

80 その他の公共サービス 直近の暦年確報値を４等分して使用 6

81
広告・調査・情報サービス

(細品目で推計）
特定サービス産業動態統計調査（経済
産業省）

広告業売上高、情報サービス業（受注ソフトウエア、ソフトウ
エアプロダクト）売上高

速報（翌々月上旬）
確報（翌々月中旬） Ａ 6

82 物品賃貸サービス
特定サービス産業動態統計調査（経済
産業省）

リース契約高、レンタル売上高
速報（翌々月上旬）
確報（翌々月中旬） Ａ 2

83 自動車・機械修理 国土交通月例経済（国土交通省） 自動車保有台数（価格指数は内閣府推計） ３ヵ月後 Ｂ 3

84
その他の対事業所サービス

(細品目で推計）
特定サービス産業動態統計調査（経済
産業省）

エンジニアリング業国内向け受注高
速報（翌々月上旬）
確報（翌々月中旬） Ａ 6

毎月勤労統計調査（厚生労働省）
常用雇用指数、きまって支給する現金給与賃金指数（専門サー
ビス業、その他の事業所サービス・事業所規模５人以上）

速報（翌月下旬）
確報（翌々月中旬）

85 放送 NHKホームページ 受信契約件数（価格指数は内閣府推計） 翌々月上旬 Ａ 6

通信産業動態調査（総務省） 放送事業（民間放送）売上高
３ヵ月後（暫定値を
利用） Ａ

86 娯楽サービス
特定サービス産業動態統計調査（経済
産業省）

趣味娯楽関連（映画館、劇場・興行場・興行団、ゴルフ場、ゴルフ練
習場、ボーリング場、遊園地・テーマパーク、パチンコホール）売上
高計

速報（翌々月上旬）
確報（翌々月中旬） Ａ 2
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推計に使用する基礎統計の概要 公表時期
欠落月補外方

法
小(90)分類

小(90)
分類番

号

推計パ
ターン

統　計　名

87 飲食店
外食産業市場動向調査（日本フード
サービス協会）

売上高前年同月比 翌月下旬 1

88 旅館・その他の宿泊所
主要旅行業者50社の旅行取扱状況速報
（国土交通省）

国内旅行取扱額 翌々月上旬 Ａ 1

89 その他の対個人サービス
特定サービス産業動態統計調査（経済
産業省）

教養生活関連（葬儀業、結婚式場業、外国語会話教室、カル
チャーセンター、フィットネスクラブ）売上高計

速報：翌々月上旬
確報：翌々月中旬 Ａ 2

90 分類不明 直近の暦年確報値を４等分して使用 6

※「卸売物価指数」は平成12年基準改定において「企業物価指数」に名称変更となった。

出荷額推計パターン

1 １つの系列をそのまま補助系列とするもの。

2 ２つ以上の系列を合計して補助系列を作成するもの。

3 数量×価格（指数）により補助系列を作成するもの。

4 （（売上高－売上原価）／売上高＋等差マージン（※））×販売額

5 需要側推計値を用いるもの。

6 その他、上記の方法を組み合わせる等の方法で推計するもの。

欠落月補外方法

Ａ 最初の２ヵ月の前年比を当該４半期の前年同期の伸びとして補外推計。

Ｂ 最初の１ヵ月の前年同月比を当該４半期の前年同期の伸びとして補外推計。

Ｃ 前年同期値を当該期値とする。

Ｄ

Ｅ

四半期別法人企業統計調査から得られる卸小売マージン率について、直前1年間（4四半期）平
均マージン率で補外推計。

最新月をIIP（速報）とCGPIのほぼ該当する系列の前月比で補外推計。

※等差マージン：商業統計から得られるマージン率と、四半期別法人企業統計調査から
　　　　　　　得られるマージン率の差を調整するもの。
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Ｂ．需要項目別推計

1．民間最終消費支出

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

国内家計最終消費支出
家計調査（農林漁家世帯を含む結果）
（総務省）

需要側（農家世帯の品目別配分率）
推計に使用

全世帯：翌月下旬
－

家計消費状況調査（農林漁家世帯を含
む結果）（総務省）

需要側（農家世帯の品目別配分率）
推計に使用

全世帯：翌々月中旬
－

全国消費実態調査（総務省）
需要側（非農家の世帯あたり消費
額）推計に使用

５年ごとに実施 －

人口推計月報（総務省） 需要側（世帯数）推計に使用
概算値：同月下旬、
確定値：４ヵ月程度後

－

国勢調査（総務省） 同上 ５年ごとに実施 －

建築物着工統計（国土交通省） 住宅賃貸料の推計に使用 翌月下旬 －

建築物滅失統計調査（国土交通省） 同上
４ヶ月めの中旬（前期値
を利用）

－

消費者物価指数（総務省） 同上 翌月下旬 －

住宅・土地統計調査（総務省） 同上 ５年ごとに実施 －

住宅着工統計（国土交通省） 帰属家賃の推計に使用 翌月下旬 －

国保医療費の動向（国民健康保険中央
会）

医療サービスの推計に使用 翌々月下旬

当該四半期値を、前年同期四半期値に１ヵ月目
（2次QEでは２ヵ月分合計）の前年同期比（調整
後※）を乗じる方法で推計
※1ヵ月目（２ヵ月分合計）の前年同期比と３ヵ
月分全体の前年同期比の過去における乖離幅の
平均値で調整

基金統計月報（社会保険診療報酬支払
基金）

同上 翌々月下旬 同上

介護給付費の状況（国民健康保険中央
会）

介護保険サービスの推計に使用 翌々月下旬
入手できない月の値を、当該期入手月の平均値
とする

介護保険事業状況報告（厚生労働省） 同上 ３ヵ月めの下旬 同上
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1．民間最終消費支出（続）

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

居住者家計の海外での直
接購入（非居住者家計の
国内での直接購入

国際収支統計（財務省・日本銀行） 当該項目の推計に使用
速報：翌々月中旬
確報：４ヵ月めの中旬

最終月値を、前年同期最終月値に前２ヵ月の前
年同期比を乗じる方法で推計

2．民間住宅

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

民間住宅 建築物着工統計（国土交通省） 全住宅投資の推計に使用 翌月下旬 －

3．民間企業設備

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

民間企業設備 法人企業統計調査（財務省）
２次ＱＥ需要側民間企業設備
(非金融法人企業部分)の推計に使用

３ヶ月めの上旬 －

法人企業景気予測調査
（内閣府・財務省）

２次ＱＥ需要側民間企業設備
(金融機関部分)の推計に使用

実績見込値：当該四半期
末
実績値：翌四半期末

法人企業景気予測調査金融保険業の実績見込値
と前期実績値の比率を用いて前期推計値を延長
推計

個人企業経済調査季報（総務省）
２次ＱＥ需要側民間企業設備
(個人企業部分)の推計に使用

翌々月下旬 －

労働力調査（総務省） 同上 翌月下旬 －

事業所・企業統計調査（総務省） 同上
５年ごと（中間年調査あ
り）

－

サービス業基本調査（総務省） 同上 ５年ごと －

建築物着工統計（国土交通省） 同上 翌月下旬 －

参考7-10



4．民間在庫品増加

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

民間在庫品増加 工業統計調査（経済産業省） 製品在庫の推計に使用
速報：翌年9月
確報：翌々年3月末

－

鉱工業在庫指数（経済産業省） 同上
速報：翌月下旬
確報：翌々月中旬

１次ＱＥで未公表の品目については前年同期
３ヶ月目の同２ヶ月目に対する伸びを当該期
２ヶ月目に乗じて補外

玄米生産者現在高（農林水産省） 製品在庫（米麦）の推計に使用 翌々月下旬 １次ＱＥでは前年同期値

農業物価指数（農林水産省） 同上 翌月下旬 －

商業統計調査（経済産業省） 流通在庫のベンチマークに使用
５年毎に実施（平成14年
調査を使用）

－

商業販売統計調査（経済産業省） 流通在庫の延長推計に使用
速報：翌月下旬
確報：翌々月中旬

１次ＱＥでは商品合計の前期比で各品目の値を
補外

年次別法人企業統計調査
（財務省）

仕掛品在庫、原材料在庫のベンチ
マークに使用

翌年9月 －

四半期別法人企業統計調査
（財務省）

仕掛品在庫、原材料在庫の延長推計
に使用

３ヶ月目の上旬 １次ＱＥでは前期値を使用

生産動態統計調査(経済産業省）
原材料在庫（原油・天然ガス）の推
計に使用

翌々月中旬 －

貿易統計（財務省）
原材料在庫（原油・天然ガス）の推
計に使用

速報：翌月下旬
確報：翌々月下旬

－

棚卸評価方法別ウェイト
（日本政策投資銀行）

在庫品評価調整に使用 翌年12月 －
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5．政府最終消費支出

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

政府最終消費支出 関係機関からのヒアリング 雇用者報酬の推計に使用 翌々月下旬
最終月値を、前年同期最終月値に前２ヵ月の前
年同期比を乗じる方法で推計

人事院勧告 同上 当該年度の８月半ば
平均給与単価（基本給等）はトレンド推計（期
末・勤勉手当支給月数は前年度勧告で決められ
ている）

地方公共団体消費状況等調査（内閣
府）

中間消費、商品非商品販売の年度値
の推計に使用 非公表（翌々月下旬集計）過去のトレンドで推計

国保医療費の動向（国民健康保険中央
会）

医療サービスの推計に使用 翌々月下旬

当該四半期値を、前年同期四半期値に１ヵ月目
（2次QEでは２ヵ月分合計）の前年同期比（調整
後※）を乗じる方法で推計
※1ヵ月目（２ヵ月分合計）の前年同期比と３ヵ
月分全体の前年同期比の過去における乖離幅の
平均値で調整

基金統計月報（社会保険診療報酬支払
基金） 同上 翌々月下旬 同上

介護給付費の状況（国民健康保険中央
会） 介護保険サービスの推計に使用 翌々月下旬

入手できない月の値を、当該期入手月の平均値
とする

介護保険事業状況報告（厚生労働省）
同上 ３ヵ月めの下旬 同上

6．公的固定資本形成

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

公的固定資本形成 建設総合統計（国土交通省） 当該項目の推計に使用 翌々月下旬 －

公共工事前払金保証統計（保証事業会
社協会）

請負金額を建設総合統計の欠落月の
補外に使用

翌月中旬 －

7．公的在庫品増加

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

公的在庫品増加 関係機関からのヒアリング 当該項目の推計に使用 翌月下旬 －
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8．輸出入

推計項目名 統計名 使用方法の概要 公表時期 欠落月補外方法

輸出入 国際収支統計（財務省・日本銀行） 当該項目の推計に使用
速報：翌々月中旬
確報：４ヵ月めの中旬

財貨：最終月値を、貿易統計輸出（入）最終月
値に前２ヵ月の国際収支統計輸出（入）対貿易
統計輸出（入）比率を乗じる方法で推計
サービス：最終月値を、前年同期最終月値に前
２ヵ月の前年同期比を乗じる方法で推計

貿易統計（財務省）
財貨輸出入のデフレーターの推計に
使用

輸出確報：翌月下旬
輸入(詳細)速報：翌月下旬
輸入確報：翌々月下旬
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